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ＩＡＥＡ安全基準 （GSR Part1 - 2.8）

要件４：規制機関の独立性

規制機関は、…十分な権限及び十分な職員を持たなけ

ればならず、また、十分な財的資源を利用できなけれ

ばならない

規制機関は、変化する政治環境又は経済条件に関係す

る圧力、あるいは、政府各部門又は他の組織からの圧る圧力、あるいは、政府各部門又は他の組織からの圧

力のような、安全を損なう可能性のある如何なる不当

な影響にも左右されないで、独立した規制判断と決定

がなされなければならない。
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内閣府内閣府内閣府内閣府

原子力安全委員会事務局（全体）原子力安全委員会事務局（全体）原子力安全委員会事務局（全体）原子力安全委員会事務局（全体）

（６９人）（６９人）（６９人）（６９人）

文部科学省文部科学省文部科学省文部科学省

科学技術・学術政策局科学技術・学術政策局科学技術・学術政策局科学技術・学術政策局

原子力安全課原子力安全課原子力安全課原子力安全課 （４４人／７６人）（４４人／７６人）（４４人／７６人）（４４人／７６人）

・原子力規制室（全体）（３５人）・原子力規制室（全体）（３５人）・原子力規制室（全体）（３５人）・原子力規制室（全体）（３５人）

・その他（９人）・その他（９人）・その他（９人）・その他（９人）

原子力規制庁の定員について
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経済産業省経済産業省経済産業省経済産業省

原子力安全・保安院原子力安全・保安院原子力安全・保安院原子力安全・保安院

原子力安全規制関連（全体）原子力安全規制関連（全体）原子力安全規制関連（全体）原子力安全規制関連（全体）

（３５４人）（３５４人）（３５４人）（３５４人）

内閣府内閣府内閣府内閣府 ６９人６９人６９人６９人

文部科学省文部科学省文部科学省文部科学省 ４５人４５人４５人４５人

新規増員等新規増員等新規増員等新規増員等 １２人１２人１２人１２人

水戸原子力事務所水戸原子力事務所水戸原子力事務所水戸原子力事務所（１人／６人）（１人／６人）（１人／６人）（１人／６人）

経済経済経済経済産業研修所産業研修所産業研修所産業研修所

（５人／２１人）（５人／２１人）（５人／２１人）（５人／２１人）

産業保安関連産業保安関連産業保安関連産業保安関連

原子力規制庁原子力規制庁原子力規制庁原子力規制庁

４８５人４８５人４８５人４８５人※※※※

経済産業省経済産業省経済産業省経済産業省 ３５９人３５９人３５９人３５９人

文部科学省文部科学省文部科学省文部科学省 ４５人４５人４５人４５人

※地方環境事務所の定員５人を含む



原子力規制支援法人原子力規制支援法人原子力規制支援法人原子力規制支援法人へのへのへのへの天下天下天下天下り・り・り・り・現役出向現役出向現役出向現役出向

（独）

原子力安全

基盤機構

（独）

日本原子力

研究開発

（財）

核物質

管理センター

（独）

放射線医学

総合研究所

（財）

原子力安全

技術センター 五団体計基盤機構

＜経産省＞

研究開発

機構

＜文科省＞

管理センター

＜文科省＞

総合研究所

＜文科省＞

技術センター

＜文科省＞

五団体計

役員

（常勤・監事含む）

総数に占める

天下り・現役

出向

６０%

（３人／５人）

４６%

（５人／１１人）

２５%

（１人／４人）

５０％

（２人／４人）

５０％

（２人／４人）

４６%

（１３人／２８人）
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職員

総数に占める

天下り・現役

出向

４２人

／４２２人

（１０％）

２４人

／４６９４人

（０．５%）

４人

／１７４人

（２．３%）

１５人

／４７８人

（３．１%）

８人

／１６９人

（４．７%）

９３人

／５９３７人

（１．５%）
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政府案・内閣官房原子力安全規制組織等改革準備室作成
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ＩＡＥＡ国際専門家調査団報告書

＜2011年6月・ウエイトマン報告書（保安院仮訳）＞

「３．主な所見、結論、および教訓」

教訓１６教訓１６

政府の役割は、確実に適切な法律と規定が定められ、…

規制機関が実際に事業者およびその他の機関から独立し、

関係当事者からの不当な圧力を受けないことを保証するこ

とにある。これらの役割と責任は、緊急時においても混同

すべきではない。

しかし（However,＜とはいえ＞）、そうした状況においては、しかし（However,＜とはいえ＞）、そうした状況においては、

公衆の最適な防護を保証し、適切な情報が入手できるよう

にするために緊密な協力（close cooperation）が求められる。

このことは特に、…苛酷事故において重要である。
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ＩＡＥＡ基準における「独立性」要件の比較

業務、独立対象

政府案

（規制庁案）

三条委員会案

（国際標準）

△？

業

務

の

独

立

性

権限

△？

（政府の一省庁）

〇

人事

△？

（大臣・内閣が任命）

〇

（国会同意人事、身分保障）

予算

△？

（環境省予算・エネ特）

〇

原発推進

△？

〇

8

独

立

対

象

原発推進

△？

（政府の一省庁）

〇

その他行政

×？

（政府の一省庁）

〇

政治

×？

（政府の一省庁）

〇
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原災本部の任務における指揮分担のイメージ

原災本部長（総理）の指揮原災本部長（総理）の指揮原災本部長（総理）の指揮原災本部長（総理）の指揮

オフサイト（被災者対応）オフサイト（被災者対応）オフサイト（被災者対応）オフサイト（被災者対応）

自衛隊・消防庁等各政府機関への命令自衛隊・消防庁等各政府機関への命令自衛隊・消防庁等各政府機関への命令自衛隊・消防庁等各政府機関への命令

各種現地本部・会議の設置各種現地本部・会議の設置各種現地本部・会議の設置各種現地本部・会議の設置 各機関への支援要請各機関への支援要請各機関への支援要請各機関への支援要請

汚染調査汚染調査汚染調査汚染調査 健康相談健康相談健康相談健康相談 風評被害対策風評被害対策風評被害対策風評被害対策

広域被害状況の把握広域被害状況の把握広域被害状況の把握広域被害状況の把握 避難指示避難指示避難指示避難指示 災害派遣災害派遣災害派遣災害派遣

自衛隊・消防庁等各政府機関への命令自衛隊・消防庁等各政府機関への命令自衛隊・消防庁等各政府機関への命令自衛隊・消防庁等各政府機関への命令

各種現地本部・会議の設置各種現地本部・会議の設置各種現地本部・会議の設置各種現地本部・会議の設置 各機関への支援要請各機関への支援要請各機関への支援要請各機関への支援要請

汚染調査汚染調査汚染調査汚染調査 健康相談健康相談健康相談健康相談 風評被害対策風評被害対策風評被害対策風評被害対策

広域被害状況の把握広域被害状況の把握広域被害状況の把握広域被害状況の把握 避難指示避難指示避難指示避難指示 災害派遣災害派遣災害派遣災害派遣

オフサイト（被災者対応）オフサイト（被災者対応）オフサイト（被災者対応）オフサイト（被災者対応）

オンサイト（危機回避及び炉の安定冷却等のための応急措置）オンサイト（危機回避及び炉の安定冷却等のための応急措置）オンサイト（危機回避及び炉の安定冷却等のための応急措置）オンサイト（危機回避及び炉の安定冷却等のための応急措置）

自衛隊・消防庁等各政府自衛隊・消防庁等各政府自衛隊・消防庁等各政府自衛隊・消防庁等各政府

機関への命令、関係機関機関への命令、関係機関機関への命令、関係機関機関への命令、関係機関

へのへのへのへの支援要請支援要請支援要請支援要請

自衛隊・消防庁等各政府自衛隊・消防庁等各政府自衛隊・消防庁等各政府自衛隊・消防庁等各政府

機関への命令、関係機関機関への命令、関係機関機関への命令、関係機関機関への命令、関係機関

へのへのへのへの支援要請支援要請支援要請支援要請

科学的評価・分析・判断科学的評価・分析・判断科学的評価・分析・判断科学的評価・分析・判断

事業者への命令事業者への命令事業者への命令事業者への命令（炉規法関連）（炉規法関連）（炉規法関連）（炉規法関連）

科学的評価・分析・判断科学的評価・分析・判断科学的評価・分析・判断科学的評価・分析・判断

事業者への命令事業者への命令事業者への命令事業者への命令（炉規法関連）（炉規法関連）（炉規法関連）（炉規法関連）

原子力規制組織による独立指揮原子力規制組織による独立指揮原子力規制組織による独立指揮原子力規制組織による独立指揮

オンサイト（危機回避及び炉の安定冷却等のための応急措置）オンサイト（危機回避及び炉の安定冷却等のための応急措置）オンサイト（危機回避及び炉の安定冷却等のための応急措置）オンサイト（危機回避及び炉の安定冷却等のための応急措置）
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出典：2012年2月28日各紙報道

（左上）毎日新聞、（右上）朝日新聞

（左下）東京新聞、（右下）読売新聞
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外局

（独立性なし・身分保障なし）

３条委員会

（独立性あり・身分保障あり）



原発規制の独立性の国際比較

国名国名国名国名 米国米国米国米国 フランスフランスフランスフランス 英国英国英国英国

日本日本日本日本

政府案 ３条委員会案

政府からの独立性

独立

（ＮＲＣ）

独立

（ＡＳＮ）

独立

（ＯＮＲ）

政府の

一省庁

独立

（３条委員会）

許認可

（免許）

ＮＲＣ

（原子力規制委員会）

ＡＳＮ

（原子力安全機関）

ＯＮＲ

（原子力規制局）

環境大臣

（委任）

３条委員会
規制

政府の一省庁

（原子力規制庁）

原子炉の

緊急事態

（オンサイト）

総理

（原災本部長）

危機管理

（オフサイト）

州政府 県 国

総理

（原災本部長）

総理

（原災本部長）
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諸外国の原発規制の一元化

国名 米 仏 英

日本

政府案 ３条委員会案

放射線

防護

ＮＲＣ

（原子力規制委員会）

ＡＳＮ

（原子力安全機関）

ＯＮＲ

（原子力規制局）

文科省

３条委員会

核

セキュリティ

原子力規制庁

＋文科省

（同位元素）

オンサイト

危機管理

総理

（原災本部長）

保障措置

ＥＵＲＡＴＯＭ

（欧州原子力共同体）

文科省
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